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一般高圧ガス保安規則の機能性基準の運用について等の一部を改正する規程 新旧対照表 

○冷凍保安規則の機能性基準の運用について（２０１６０９２０商局第２号）                         （傍線部分は改正部分） 

改 正 案 現   行 

3. 滞留しないような構造 

規則関係条項  第７条第１項第３号、第８条第２号、第12条第１項、

第13条 

可燃性ガス、毒性ガス又は特定不活性ガスを冷媒ガスとする冷媒設備の圧

縮機、油分離器、凝縮器若しくは受液器又はこれらの間の配管を設置する室

における漏えいした冷媒ガスが滞留しないような構造は、次のいずれかに掲

げる基準に適合することとする。 

 (1)・(2) （略） 

 (3) 特定不活性ガスを冷媒ガスとする場合においては、一時間当たり 380

を当該室の相当容積（単位㎥）で除した回数以上の換気能力を有し、直

接外気に給排気を行う機械通風装置を設置し、当該室の上部に給気口を

設け、床面近くに排気口を設けること。相当容積は当該室の床面積に床

面から給気口までの高さを乗じて得られる値とする。 

   この場合、機械通風装置は、当該室の内部及び外部のいずれにおいて

も始動及び停止ができるものであること。 

 

13. ガス漏えい検知警報設備とその設置場所 

規則関係条項  第７条第１項第15号、第12条第１項 

（機能） 

13.1 ガス漏えい検知警報設備（以下単に「検知警報設備」という。）は、

可燃性ガス、毒性ガス又は特定不活性ガスの漏えいを検知した上、その

濃度を指示するとともに警報を発するものとし、次の各号の性能を有す

るものとする。 

(1) （略）  

(2) 警報設定値は、設置場所における周囲の雰囲気の温度において、

3. 滞留しないような構造 

規則関係条項  第７条第１項第３号、第８条第２号、第12条第１項、 

第13条 

可燃性ガス又は毒性ガスを冷媒ガスとする冷媒設備の圧縮機、油分離器、

凝縮器若しくは受液器又はこれらの間の配管を設置する室における漏えいし

た冷媒ガスが滞留しないような構造は、次の各号の一に掲げる基準に適合す

ることとする。 

 (1)・(2) （略） 

 （新設） 

 

 

 

 

 

 

 

13. ガス漏えい検知警報設備とその設置場所 

規則関係条項  第７条第１項第15号、第12条第１項 

（機能） 

13.1 ガス漏えい検知警報設備（以下単に「検知警報設備」という。）は、

可燃性ガス又は毒性ガスの漏えいを検知した上、その濃度を指示すると

ともに警報を発するものとし、次の各号の性能を有するものとする。 

 

(1) （略）  

(2) 警報設定値は、設置場所における周囲の雰囲気の温度において、
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可燃性ガス用又は特定不活性ガス用にあっては爆発下限界の 1/4 以

下の値、毒性ガス用にあっては許容濃度値以下とすること。ただし、

アンモニアを使用する場合にあっては、50ppm 以下とする。 

(3) 警報精度は、警報設定値に対し、可燃性ガス用又は特定不活性ガ

ス用にあっては±25%以下、毒性ガス用にあっては±30%以下のもの

であること。 

(4)・(5)（略） 

(6) 指示計の目盛については、可燃性ガス用又は特定不活性ガス用に

あっては 0～爆発下限界値（警報設定値を低濃度に設定するものに

あっては、当該警報設定値を勘案し、爆発下限界値以下の適切な値

とすることができる。）、毒性ガス用にあっては 0～許容濃度値の 3

倍の値（アンモニアを使用する場合にあっては 400ppm。ただし、50ppm

で警告音を発する場合は 150ppm。）をそれぞれの目盛の範囲に明確

に指示するものであること。 

なお、特定不活性ガス用にあっては、警報設定値及び漏えいした

ガスの検知濃度を外部に電気信号等で出力できる構造のものであれ

ば、指示計の設置を省略することができる。 

(7)～(9)（略） 

13.2 （略）  

（設置個所） 

13.3 検知警報設備の設置は、次の各号によるものとする。 

13.3.1 製造施設における検知警報設備の検出端部の設置場所及び個

数は、次の各号によるものとする。 

(1) 建物の中に設置されている冷媒設備に係る圧縮機、ポンプ、凝縮

器、高圧受液器、低圧受液器等の設備等の設備群（以下「設備群」

という。）が設置してある場所の周囲であって漏えいしたガスが滞

留しやすい場所に、設備群の周囲 10m につき 1 個以上の割合で計算

した個数とする。 

可燃性ガスにあっては爆発下限界の 1/4 以下の値、毒性ガス用にあ

っては許容濃度値以下とすること。ただし、アンモニアを使用する

場合にあっては、50ppm 以下とする。 

(3) 警報精度は、警報設定値に対し、可燃性ガス用にあっては±25%

以下、毒性ガスにあっては±30%以下のものであること。 

 

(4)・(5)（略） 

(6) 指示計の目盛については、可燃性ガス用にあっては 0～爆発下限

界値、毒性ガス用にあっては 0～許容濃度値の 3 倍の値（アンモニ

アを使用する場合にあっては 400ppm。ただし、50ppm で警告音を発

する場合は 150ppm。）をそれぞれの目盛の範囲に明確に指示するも

のであること。 

 

 

 

 

 

(7)～(9)（略） 

13.2 （略）  

（設置個所） 

13.3 検知警報設備の設置は、次の各号によるものとする。 

13.3.1 製造施設における検知警報設備の検出端部の設置場所及び個

数は、次の各号によるものとする。 

(1) 建物の中に設置されている冷媒設備に係る圧縮機、ポンプ、凝縮

器、高圧受液器、低圧受液器等の設備等の設備群（以下「設備群」

という。）が設置してある場所の周囲であって漏えいしたガスが滞

留しやすい場所に、設備群の周囲 10m につき 1 個以上の割合で計算

した個数とする。 
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ただし、設置個数については、機械室内に設置された設備群の周

囲を一つの長方形で囲ったときに、その面積（以下「設備群面積」

という。）で当該機械室の床面積を除した値が 1.8 以上である場合

には設備群面積に応じ、可燃性ガス用又は毒性ガス用にあっては、

次表の中欄の設置個数とすることができ、特定不活性ガス用にあっ

ては、同表の下欄の最低設置個数とすることができる。 

 

(2) （略） 

(3) 可燃性ガス用又は毒性ガス用にあっては、建物の外に設置されて

いる設備群が他の冷媒設備、壁その他の構造物に接近している場合、

漏えいしたガスが滞留する恐れのある場所に、その設備群の周囲 20m

につき 1 個以上の割合で計算した数とする。  

13.3.2・13.3.3 （略） 

 

 

設備群面積
S(m2) 

0<S≦30 30<S≦70 70<S≦130 130<S≦200 200<S≦290

設置個数 2 3 4 5 6 

最低設置個数 1 1 1 1 1 

ただし、設置個数については、機械室内に設置された設備群の周

囲を一つの長方形で囲ったときに、その面積（以下「設備群面積」

という。）で当該機械室の床面積を除した値が 1.8 以上である場合

には設備群面積に応じ、次表の下欄の設置個数とすることができ

る。 

 

 

 

(2) （略） 

(3) 建物の外に設置されている設備群が他の冷媒設備、壁その他の構

造物に接近している場合、漏えいしたガスが滞留する恐れのある場

所に、その設備群の周囲 20m につき 1 個以上の割合で計算した数と

する。  

13.3.2・13.3.3 （略） 

 

設備群面積
S(m2) 

0<S≦30 30<S≦70 70<S≦130 130<S≦200 200<S≦290 

設置個数 2 3 4 5 6 

 

 


